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策について論じたい＊3。
日本の「エネルギー貧困」



































































































困率は 2013 年年評価で約 48％，冬評価で約 63






















































































































貧困世帯の割合は，2004 年で 3.2％，2007 年で
4.1％，2010 年で 4.5％，2013 年で 5.3％であっ
た。また，冬季で評価した場合には，2004 年で













図 5 は MEPI による世帯類型別のエネルギー
貧困率の推移である。MEPI でみても，母子世帯
と単身高齢者世帯が脆弱であることがわかる。東


























































































































































































































































英国における Winter Fuel Payments，またエネル
ギー貧困対策ではないが米国の Low Income 






































＊16―Boardman（2010）第 3 章，Sovacool and Dworkin（2014）
第 7 章などを参照。
＊17―このような対策の先例として英国の Warm Front Pro-
gram，エネルギー貧困対策ではないが米国の Weatherization 
Assistance Program などが挙げられる。同プログラムの詳細





































































とその効果については Boardman（2010）第 6 章，Sovacool and 
Dworkin（2014）第 7 章，Sovacool（2015）などを参照。
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